
構造改革特別区域計画 
 
１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 
  北海道留萌市 
 
２ 構造改革特別区域の名称 
  留萌市ふれあいセダン特区 
 
３ 構造改革特別区域の範囲 
  留萌市の全域 
 
４ 構造改革特別区域の特性 
留萌市は北海道の西北部における留萌支庁管内の中心都市である。日

本海に面し、東西に２３．６ｋｍ、南北に１２．６ｋｍと細長い地形で

あり冬期間の積雪量が多く西南西の風が非常に強い街である。留萌港を

中心としてニシン漁、石炭の積出港として発展し道内１２番目の市とし

て誕生した。水産加工業が盛んで、数の子の生産量は、現在も全国の約

５０％のシェアがある。 
公共交通機関はＪＲ留萌本線と市内循環バス及び市外との連絡バスに

よるもののみであり、体に障害のある人や、介護を必要とする人たちが

移動するための手段としては市内全域をカバーできる十分な状況にある

とは言い難い。そのため市民の多くは移動手段として自家用車に頼って

いる状況である。 
人口は２７，２８６人（平成１７年１１月３０日現在）で、このうち

６５歳以上の高齢者は６，２３４人に上り高齢化率は２２．８５％とな

っている。留萌市の高齢者２，０００人を対象とした実態調査結果（回

答者数１００３人、回答率５０．１５％）によると、独居高齢者世帯２

０．３％、高齢夫婦世帯４６．５％になっており、回答者の６６．８％

が高齢者だけの世帯になっている。この他に身体障害者（手帳交付者）

１，２４３名、知的障害者（療育手帳交付者）１８２名、精神障害者（手

帳交付者）３６名が市内で生活しており、高齢者や障害者等の移動に制

約を受ける人が多数存在し、そうした移動制約者に対する支援策の整備

が急がれる状況である。また、留萌市の特徴として冬期間の積雪量が多

いことから、車いすでの外出が困難な状況や、急な坂道がとても多いた

め、移動制約者の外出を制限させる要因にもなっている。 
  



 
(1)移動制約者の状況 
 ①介護保険サービス利用者 

留萌市における要介護（要支援）認定者は、平成１７年１０月末現

在１，１０９人であり、このうち７８２人が要支援から要介護２までの

人で認定者の７０．５１％になっている。 
こうした人たちは、病院への通院や買い物などの日常的な移動に関し

ても援助が必要となる移動制約者と考えられる。 
要介護者への通院等の外出支援は、在宅生活を支える上で重要な役割

を果たしている。このうち常時車椅子やストレッチャーを必要とする者

については、リフトや回転シートなどが装備された福祉車両による輸送

が基本となるが、身体機能の低下が軽度な認知症高齢者や、杖や歩行介

助用具を使うことにより移動可能な軽度の移動制約者については、必ず

しも福祉車両を必要としていないのが現状である。 
 留萌市においては要支援から要介護２までの軽度な介護認定者が上記

のとおり７０％を上回っている状況であり、台数に限りある福祉車両だ

けではそうした利用希望者のニーズに十分応えることができない状況で

ある。 
 
要介護（要支援を含む）認定者数（平成 17年 10月 31日現在） 

 要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 

第１号被保険者 205 413 127 124 87 101 1,057

第２号被保険者 2 29 6 5 4 6 52

合     計 207 442 133 129 91 107 1,109

 
居宅支援サービス受給者数（平成 17年 10月 31日現在） 

 要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 

第１号被保険者 139 303 81 79 36 27 665

第２号被保険者 1 22 3 3 1 3 33

合     計 140 325 84 82 37 30 698
 
 
 



②身体障害者 
 留萌市における身体障害者手帳交付者は 1，２９４人であり、そのうち
移動に制約を受けている肢体不自由障害者が８６１人、視覚に障害があ

る者は７３人である。身体障害者についても高齢化が進んでおり、手帳

交付者のうちの８４６人が６５歳以上の年齢に達しているため、介護保

険サービスの提供を受けているものと推測される。 
 高齢者の場合と同様に、市内バスや鉄道などの公共交通機関での移動

手段だけでは十分行き届いている状況にないため、多くの身体障害者は

通院や買い物などの日常生活のため、家族の協力などで自家用車による

移動に頼らざる終えない状況にある。 
 ただし、重度（１級、２級）の肢体不自由障害者は、寝たきりの状態

にあったり常時車椅子が必要であったりするため、移動は福祉車両によ

る輸送となるが、軽度の肢体不自由障害者や視覚障害者については、福

祉車両までは必要とせずセダン型車両による輸送で十分対応できる状況

である。 
 
身体障害者手帳交付者（平成１７年１０月３１日現在） 
 肢 体 

不自由者 
視 覚

不自由者

聴 覚

不自由者

内 部

疾 患 者

音声言語 
疾 患 者 

計 

１級 154 18 6 147 3 328

２級 232 19 26 1 0 278

３級 118 6 9 55 8 196

４級 200 6 23 37 4 270

５級 114 14 2 0 0 130

６級 43 10 39 0 0 92

計 861 73 105 240 15 1,294

 
③知的障害者 
 留萌市における療育手帳を交付している知的障害者は１６５人であり、

このうち知的障害者施設に５８人が入所しており、１０人が高等養護学

校の寮に入所している状況である。その他は家族と同居生活をしながら

デイサービスや地域共同作業所に通所し自立訓練を行っている。 
 知的障害者の特徴は、介護者や環境の変化などに敏感であったり、時



にはパニック状態になる場合などがあるため、特に重度の知的障害者に

ついては公共交通機関の利用も困難であったり、通院等の移動について

も環境を変えずに行うなどの配慮が必要である場合が多い。 
 身体の障害を併せ持つ知的障害者については、肢体不自由障害者と同

様に福祉車両での輸送が必要となるが、身体の障害がない知的障害者若

しくは身体障害が軽度の知的障害者については福祉車両までは必要とせ

ずセダン型車両による輸送で十分対応できる状況である。 
 
④精神障害者 
 留萌市における精神障害者の人数については３２５人（平成１６年１

２月３１日現在）で、このうち手帳交付者は４７人である。留萌市内に

は地域小規模作業所があり、３０人が登録し平均して１日１４人が通所

している。 
精神障害者の場合、身体の障害がない人が大半であり福祉車両を使用

しなければならない人は少ないが、精神障害者の中には体調等により精

神的に不安定な状態になるなどのため公共交通機関の利用ができない人

や、高齢化のため利用できない人がいることから、今後ホームヘルプサ

ービスによる移送が必要となるケースが増えることが予測されることか

ら、セダン型等の車両を活用したＮＰＯ等による輸送サービス体制の充

実が求められる状況である。 
 
(2)公共交通機関の状況 
 留萌市における、公共交通手段はＪＲ留萌本線と市内環状バスや市外

からの路線バスではあるが市内全域をカバーできている状況にない。 
その他の交通手段として、タクシー会社２社による運送はあるが、地域

によっては病院等への距離が長距離であるため高齢者や障害者にとって

移動の手段としては経済的な負担となっているため、市としても重度障

害者に対し基本料金の助成をするなどの制度を設けている。またハイヤ

ー協会では身体障害者手帳及び療育手帳の交付を受けている方に対して

料金の１割を割り引くサービス等も行われているが、十分な支援になっ

ているとはいえない。 
①路線バス 
  ㈱沿岸バスが留萌市～増毛町へは約１時間間隔で、留萌市～小平町

～羽幌町へは１時間３０分間隔で、留萌市～深川市～札幌市へは１時

間３０分間隔で、留萌市～深川市～旭川市へ１時間３０分間隔でと国

道２３１号線、２３２号線、２３３号線をそれぞれのルートで運行し



ているが、路線の大半が国道のみの運行であり生活の足として十分な

役割を果たしている状況にはない。 
  また、市内巡回バスについては同社のバスが運行しているが、現在

使用している車両については、リフト付きのバスは無く、降雪量が多

いためノンステップのバスが運行できない状況にあるため移動制約者

にとってはバスを利用するという状況には無い。 
 
 ②鉄道 
  明治４３年１１月に留萌市～深川市間の鉄道が開通し、石炭の積出

港・道北の物流基地として昭和２７年に国の重要港湾の指定を受けた

留萌港と一緒に重要な役割を果してきたが、炭鉱の閉山による貨物量

の減少、昭和４５年ごろからは漁業の不振による人口の減少が始まり、

さらには国道の整備等により運行本数も現在では１日５往復にまで減

少した。 
  留萌市内の駅は（礼受乗降場、瀬越乗降場、留萌駅、大和田駅、藤

山駅、幌糠駅、東幌糠乗降場、峠下駅）があるが、利用者が少ない状

況の中、今年度で廃止される予定の乗降場もある。また、留萌駅以外

は無人駅であり各駅の施設は階段でのホームの移動や、線路を渡って

のホーム移動など移動制約者にとっては利用困難な状況になっている。 
 
 ③タクシー業者 
  留萌市内には、タクシー業者が２社あり８７台のタクシー（セダン

型営業車両）を保有しており、バスや鉄道等の公共交通機関などでは

十分な対応のできない移動制約者に対する重要な交通手段として役割

を果たしている。 
  留萌市としては、重度障害者を対象として「重度障害者ハイヤー利

用助成」事業を実施しており、1人につき年間最大２４枚（障害者割引
後の基本料金）の助成を行っているが、利用者が限定（肢体不自由の

１級、２級、１種３級・体幹の１級、２級、１種３級・視覚障害１級・

療育手帳Ａ）されており、事業の拡大については大変難しい状況であ

る。 
  留萌市は病院や中心市街地から離れた地区に市営の福祉住宅や道営

住宅が建設されており、この地区に住む移動制約者にとって経済的負

担が大きくなっている状況にある。また、タクシー事業者に福祉車両

がないなど移動制約者の需要に十分に応えられる状況にはない。 
 



留萌市内タクシー事業者の状況（平成１７年１２月現在） 
タクシー会社名 車両所有台数 うち福祉車両台数 

フ ル ノ ハ イ ヤ ー ３１台 ０台

三 交 ハ イ ヤ ー ５６台 ０台

 
(3)自家用自動車の状況 
  留萌市における平成１７年１１月現在の自家用自動車（普通乗用車

11,833台、軽自動車 3,481台）保有台数の合計は 15,314台であり、留
萌市の人口に対する割合は人口１人あたり 0.56台、１世帯あたり 1.19
台を所有していることになる。 

  世帯の増加とともに自家用自動車の保有台数も増えており、鉄道や

バスなどの公共交通機関の衰退する中で、住民の移動手段として欠か

せないものとなっている。 
  しかし、自動車を保有していない移動制約者や、運転免許のない者

などで移動を援助する家族等が近くに居住していない場合には、タク

シーや介護サービス等に頼らなければならず、今後も単身や夫婦のみ

の高齢者などの増加が見込まれる状況から、今までの輸送形態とは違

った移送サービスの充実が求められる。 
 
人口及び自動車保有台数の推移 

年    度 人    口 世 帯 数 自動車保有数
自動車保有台

数(1人当り) 

自動車保有台

数(世帯当り) 

平成１２年度 28,991人 12,814世帯 15,182台 0.524台 1.185台

平成１４年度 28,488人 12,929世帯 15,214台 0.534台 1.177台

平成１７年度 27,436人 12,904世帯 15,314台 0.558台 1.187台

 
(4)福祉輸送の状況 
  留萌市では平成 9 年度から福祉車両を利用した、高齢者移送サービ
ス事業（無料）を実施しており、車椅子使用者や寝たきりの高齢者を

対象として通院に限定した移送サービスを行っているが、介護保険認

定者（要介護１～要介護５）については非該当としてきたため、平成

16年度実積で延 39件のみの利用者であった。平成 12年度から介護保



険制度の施行に伴い、介護保険事業所による移送などにより市で実施

している高齢者移送サービスによる対象者は年々減少しているものの、

総体の移送サービス必要量が増加していることは明らかであり、福祉

車両に変わる移動支援の手段としてセダン型車両による支援拡充が重

要となる。 
 
留萌市の訪問介護事業所（平成 17年 12月現在） 

事  業  所  名 法 人 区 分 福祉車両台数 
ファミリーケアサポート 有限会社 3台
萌福祉サービス 株式会社 8台
なの花介護サービス 有限会社 １台

留萌市ホームヘルプサービス 留萌市 ０台

ウイシュケアパートナー ＮＰＯ ０台

 
５ 構造改革特別区域計画の意義 
  留萌市における福祉輸送サービスは、人口が減少し大手民間企業な

どの参入が見込めない中で、どのようにサービスを維持していくかが、

重大な問題になる。福祉輸送サービスは移動制約者にとっては、病院

への通院など地域で生活していくうえで重要な役割を果たしている。

しかし、福祉車両での輸送サービスは、車椅子等を常時使用している

人や寝たきりの状態の人には大変有効なものであるが、身体機能の低

下が軽度な方や人工透析患者には福祉車両を使用せず、セダン型車両

での対応が求められている。 
  特例措置の適用により、地域のボランティア団体やＮＰＯ法人など

による輸送体制の整備、充実を図ることができ、高齢者や障害を持っ

ている方が安心して外出したり通院したり、地域に出て行けるように

なる。さらには、健常者とともに在宅生活を安心して送ることができ

るなど地域福祉の充実を図ることができる。 
 
６ 構造改革特別区域計画の目標 
  平成 17年 10月に作成した留萌市地域福祉計画では、「だれもが参加
し支えあう地域づくりをめざして」を基本理念とし、「１．みんながや

さしいまちづくり、２．ともに支えあう地域社会づくり、３．自立し

た生活を送れる地域社会づくり、４．安心して生活できる生活環境づ

くり」の４つの基本目標を掲げている。本計画の認定を受けることに



より、ＮＰＯ等が主体となって福祉車両に加えて一般車両での移送に

よる移動制約者に対する支援ができることとなり、移送サービスを希

望している高齢者や障害者の需要に応えることができる。そのことに

より、高齢者や障害者が住みなれた地域で安心して暮らすための移動

手段の確保ができ、サービスを担うＮＰＯ等の活動の活発化を推進す

る。また、高齢者や障害者本人だけではなく、家族の介護負担の軽減

や経済的負担の軽減にもつながり、健康維持、就労意欲の増進、社会

参加の機会の拡大につながる。さらに、高齢者や障害者が地域に根ざ

した生活をすることで、地域住民の福祉に対する理解を深めることに

より、ボランティア活動への参加等の推進が図られる。 
  本計画を留萌市の福祉施策の柱の一つとして、高齢者や障害者が自

立し、安心して生活できるまちづくりを目指す。 
 
７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社

会的効果 
  留萌市は冬期間の積雪量が多く、また、坂道がとても多いまちでも

あることから、移動制約者にとって杖や松葉杖などを使用しての外出

はとても危険であり困難な状況である。 
  今回の特例措置により、移動制約者が外出することが容易になるた

め、病院への通院や商店街での買い物ができるようになり、地域への

経済効果が予想される。 
さらに、転倒や交通事故のリスクが軽減されることにより、外出の機

会が増えて自立した地域生活が確保され、安全で安心な生活が確保され

るとともに、介護予防の効果も期待できる。 
 
８ 特定事業の名称 
  １２０６（１２１６）ＮＰＯ等によるボランティア輸送としての有

償運送における使用車両の拡大事業 
 
９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする

特定事業に関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し

地方公共団体が必要と認める事項 
 

(1)高齢者移送サービス事業 
 ・ 実施主体：留萌市 
・ 対 象 者：在宅の歩行が困難な高齢者に対し、病気治療のため移 



       送手段のない方 
・ 内  容：自宅から医療機関までの移送 
・ 料  金：無  料 
・ 使用車両：福祉車両（市職員による直営事業） 
 
(2)高齢者歩行杖購入助成事業 
・実施主体：留萌市 
・内  容：歩行困難な高齢者に対し、歩行杖の購入助成券の交付 
・料  金：1,000円の助成券交付（差額は自己負担） 
 
(3)高齢者入浴料助成事業 
・実施主体：留萌市 
・内  容：高齢者の健康保持及び地域社会との交流を図るため、

入浴料の一部を助成する 
 
(4)除雪サービス事業 
・実施主体：留萌市 
・内  容：障害、病弱の 1 人暮らしの高齢者等で自力で除雪が困

難な方に対し、生活通路及び緊急時の安全確保又は家

屋の倒壊等を防ぐための除雪サービス 
 
(5)タクシー料金割引事業 
・事業主体：留萌ハイヤー協会 
・対 象 者：身体障害者、知的障害者手帳所有者 
・内  容：障害者手帳の所有者に対しタクシー料金の割引をする 
・料  金：乗車料金の 1割引 
 
(6)重度障害者ハイヤー利用助成事業 
・事業主体：留萌市 
・対 象 者：市内に居住する肢体不自由の 1級、2級、第 1種 3級の

者、体幹の 1 級、2 級、第 1 種 3 級の者、視覚障害 1
級の者、療育手帳Ａの者 

・内  容：ハイヤーチケットを 1月当たり 2枚交付（(5)の事業の
基本料金） 

・料  金：1回当りの基本料金を超えた分は自己負担 



別紙 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業

の内容、実施主体及び開始の日並びに特定事業ごとの規制の特例措置の内容 

 



別 紙 
 
構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業の内容、

実施主体及び開始の日並びに特定事業ごとの規制の特例措置の内容 
 
１ 特定事業の名称 
  １２０６（１２１６）ＮＰＯ等によるボランティア輸送としての有償運送におけ

る使用車両の拡大事業 
 
２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 
  運営協議会において認められた、特区内で活動している社会福祉法人、ＮＰＯ法

人 
 
３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 
  構造改革特別区域計画認定日 
 
４ 特定事業の内容 
 (1) 事業に関与する主体 
   留萌市内で活動を行う社会福祉法人、ＮＰＯ法人 
 
 (2) 事業が行われる区域 
   出発地又は到着地が留萌市 
 
 (3) 事業により実現される行為 
   事業に関与する主体がセダン型等の車両を用いて、要介護（要支援を含む）認

定を受けている方や身体障害者、知的障害者、精神障害者などのうち単独では公

共交通機関の利用が困難な移動制約者で、あらかじめ運送主体に登録した会員及

びその同伴者に対し、有償での送迎サービスを提供するもの。 
 
５ 当該規制の特例措置の内容 
 (1) 必要性 
   平成16年から規制緩和されたＮＰＯ法人等による有償ボランティア輸送では、

車両が福祉車両に限定されており、車いす等を使用しない移動制約者に対する移

動サービスは充分に提供できていない現状にある。そこで、使用車両をＮＰＯ等

が所有するセダン型等の一般自家用車にまで運用の拡大を行うことによって、高

齢者の通院及び障害者の通院・社会参加が希望する日に自由にできるよう対応を

改善していく。 
 

 (2) 留萌市福祉有償運送等運営協議会の設置 
    有償ボランティア輸送事業の円滑な実施のために、関係機関による留萌市福祉

有償運送等運営協議会（以下「運営協議会」という。）を設置する。運営協議会

の事務局は、留萌市生活福祉部社会福祉課に置く。 



 
 ① 運営協議会は、留萌市が主宰し、構成員は次の者とする。 
・留萌市長が指名する職員 
・旭川運輸支局長が指名する職員 
・公共交通機関に関する学識経験者 
・留萌市身体障害者福祉協会代表者 
・要介護（支援）認定者代表 
・留萌ふれあいの家親の会代表 
・旭川ハイヤー協会留萌支部長 

  
  ② 苦情処理 
   苦情処理の窓口を運営協議会事務局に設ける。事務局は、必要に応じて臨  

時に運営協議会を開催し、苦情内容を報告する。 
 
 (3) 運送主体 
   留萌市内で活動する社会福祉法人、ＮＰＯ法人（保健、医療又は福祉の増進を

図ることを主たる目的として活動を行うものに限る。）で、次の要件を満たし、

運営協議会の決議を経て道路運送法第８０条の許可を受けた事業者とする。 
 
  ① 運送の対象者 
    運送の対象者は、次の条件のいずれかに該当し、運営協議会において認めら

れた者とする。 
・ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７条第３項に規定する「要介護

者」及び第４項に規定する「要支援者」 
・ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第４条に規定する「身体

障害者」 
・ その他肢体不自由、内部障害（人工血液透析を受けている場合を含む。）、

精神障害者、知的障害者等により単独での移動が困難な者であって、単独

では公共交通機関を利用することが困難な者 
 
 ② 対象者の管理 
   運送主体では、会員の氏名、住所、年齢、要介護認定等の対象者となる証明書

類の写し、その他必要な事項を記入した会員登録簿を作成し、適切に管理する。 
 
③ 苦情処理 
  運送主体では、利用者の苦情について会員登録時に説明し対応する。 

 
 (4) 使用車両 
   使用する車両は、運送主体が使用権原を有しているものとし、外部から見やす

いように車体側面に有償運送の許可を受けた車両であることを表示するものと

する。 



   また、運転者等から提供される自家用自動車を使用するときは、次の事項に適

合するものとする。 
  ・運送主体と自家用自動車を提供し当該運送に携わる者との間に当該車両の使用

にかかる契約が締結され、当該契約の内容を証する書面が作成されていること 
・当該契約において、有償運送の管理及び運営、特に事故発生、苦情等への対応

について運送主体が責任を負うことが明確化されていること 
  ・利用者に対し、事故発生、苦情等の対応に係る運送主体の責任及び連絡先が明

瞭に表示されていること 
 
 (5) 運転者 
   普通第二種免許を有することを基本とするが、運営協議会において次の事項に

ついて検討し、十分な能力及び経験を有していると認めた場合は、これによらな

いことができる。 
・申請日前 2年間運転免許停止以上の処分を受けていないこと 
・北海道公安委員会等が実施する実車の運転を伴う特定任意講習等を受講した者

であること 
・社団法人全国乗用自動車連合会等が実施するケア輸送サービス従事者研修を終

了したものであること 
・移送サービス運営マニュアル編集委員会が発行するテキスト等に基づき運   

送主体が自主的に行なう福祉輸送に関する研修を終了した者であること 
・その他移動制約者の輸送の安全の確保に関し必要な知識又は経験を有する    

者 
 
 (6) 損害賠償措置 
   運送に使用する車両総てについて、対人８，０００万円以上及び対物２００万

円以上の任意保険若しくは共済（搭乗者傷害を対象に含むものに限る）に加入し

ていること。 
 
 (7) 運送の対価 
   運送の対価については、一般乗用旅客自動車運送事業及び地域の公共交通機関

の状況等の地域特性を勘案しつつ、営利に至らない範囲において設定するものと

する。上限については、一般乗用旅客自動車運送事業の概ね１／２とする。 
 
 (8) 運営管理体制 
   運行管理、指揮命令、運転者に対する監督及び指導、事故発生時の対応並びに

苦情処理にかかる体制その他の安全の確保及び旅客の利便の確保に関する体制

が明確に整備されていること。 
 
 (9) 法令遵守 
   運送主体が、道路運送法第 7条の欠格事由に該当するものでないこと。 
 
 


